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第４章  基本施策の具体的取組 

 

 本計画の基本施策を推進するため、次のとおり具体的取組を実行するとともに、こ

れらの取組その他介護保険制度について、広報、介護サービス情報公表システムによ

る情報発信などにより、周知に努めます。 

 

１ 健やかで生きがいのある生活の実現 

 

⑴ 一般介護予防事業の推進 

  介護予防及び自立した日常生活の支援を総合的、一体的に実施する介護予防・日

常生活支援総合事業（以下「総合事業」）では、地域の実情に応じて、市民やＮＰＯ

などの様々な主体が参画し、多様なサービスを充実させることで、地域の支え合い

体制づくりを推進しています。 

  総合事業の主要事業の一つである一般介護予防事業では、高齢者が健康な生活を

送ることができ、要介護・要支援状態にならないよう、転倒予防や認知症予防など

高齢者本人への働きかけだけでなく、地域づくりなど高齢者を取り巻く環境への働

きかけも求められています。 

 

 

 ① 介護予防につなげる実態把握                        

  ◇ 事業内容 

    保健・医療・福祉その他の関係部門が連携し、要介護・要支援状態となる可

能性が高いと考えられる高齢者の実態を把握し、介護予防活動へつなげていき

ます。 

 

 

 ② 介護予防の普及啓発                            

  ◇ 事業内容 

    要介護認定者を対象に実施したアンケート調査において、介護が必要となっ

た主な原因の上位は、認知症や骨折・転倒によるものでした。 

こうした傾向を踏まえ、地域全体で介護予防に関する知識とその重要性につい

ての認識を普及するため、介護予防教室開催事業、健康教育事業などを行います。 
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教室・講座等 内       容 

介護予防教室 

一人ひとりが高齢期を健康に生活できるように、高齢期に起こりや

すい疾病やその予防についての知識を普及するとともに、高齢者の

閉じこもり防止、生きがいづくりに役立たせるために実施します。 

体ぴんぴん教室 

要介護状態にならないよう、老化による筋力の低下等を防ぐ運動の

実技と学習を継続的に行い、無理なく運動を続けられるよう支援し

ます。また、住民主体型の介護予防教室の立ち上げも支援します。 

笑・話・歯動場
わ っ は っ は ど う じ ょ う

 

地域の方が楽しく集まり、話や体操を行う場を定期的に開催し、閉

じこもり・認知症予防や健康の保持増進・情報交換を目的として実

施します。 

ふれあい料理教室 

介護予防に関する正しい知識を学び、早期から食生活を見直し、低

栄養予防につなげることにより、要介護状態にならない生活習慣の

普及に努めます。 

健康教育 

老人クラブや各地域のいきいきサロン、出前講座等の依頼を受け、

生活習慣病の予防及び要介護状態になることの予防等について、正

しい知識の普及を行うことにより、「自らの健康は自らが守る」と

いう意識を啓発します。 

 
上石津高齢者地域 

づくりプラン 

高齢化率の高い上石津地域において、巡回健康相談、訪問活動など

を行い、各種活動を通じて、高齢期の健康づくりに取り組む地域づ

くりを推進します。 

シルバーリハビリ 

体操指導士養成講座 

高齢者の介護予防を推進するために考案されたシルバーリハビリ

体操を市民が習得し、住民主体の活動の中で、介護予防の普及活動

や運動指導などを行う人材を養成します。 
  

区    分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

介 護 予 防 

教 室 

実 施 回 数 ( 回 ) 31 55 125 155 185 215 

延べ参加者数(人) 349 1,005 2,400 3,000 3,500 4,000 

体ぴんぴん 

教 室 

実 施 回 数 ( 回 ) － 27 21 21 21 21 

延べ参加者数(人) － 371 144 126 126 126 

笑・話・歯 

動 場 

実 施 回 数 ( 回 ) 160 194 216 240 240 240 

延べ参加者数(人) 2,619 3,166 3,800 4,200 4,200 4,200 

ふ れ あ い 

料 理 教 室 

実 施 回 数 ( 回 ) － － － 19 19 19 

延べ参加者数(人) － － － 275 275 275 

健康教育 (注) 
実 施 回 数 ( 回 ) 185 239 250 270 300 300 

延べ参加者数(人) 2,195 3,475 3,600 3,900 4,350 4,350 

上石津高齢者 
地 域 づ く り 
プ ラ ン 

実 施 回 数 ( 回 ) 41 49 54 42 42 42 

延べ参加者数(人) 349 405 440 380 380 380 

シルバーリハ 
ビリ体操指導 
士 養 成 講 座 

実 施 回 数 ( 回 ) 10 10 10 10 10 10 

修 了 者 数 ( 人 ) 16 19 15 20 20 20 

 （注）健康教育には上石津高齢者地域づくりプランを含む 

表の「―」は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため実施なし 
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 ③ 地域介護予防活動の支援                          

  ◇ 事業内容 

    高齢者自らが活動の場を設け、誰でも参加することのできる介護予防事業の

地域展開を目指し、地域における住民主体の介護予防活動に対する補助金の交

付その他の支援を行います。 

 

 

 ④ 一般介護予防事業の評価                           

  ◇ 事業内容 

    介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検証を行い、一般介護予防

事業の事業評価を行います。 

 

 

 ⑤ 地域リハビリテーション活動の支援                     

  ◇ 事業内容 

    地域における介護予防の取組を推進するため、地域ケア会議、住民主体の介

護予防活動の場へのリハビリテーション専門職等の派遣を行い、自立支援の意

識づけ、高齢者の状態把握、介護予防活動の継続支援を実施します。 

 

 

◎ 施策の方向 

  高齢者が要介護・要支援状態にならず、豊かな生活を送るためには、日常生活の

中で自ら介護予防に取り組み、継続可能な支援の仕組みを構築することが重要です。 

  介護予防に関する知識や運動を普及啓発する教室等を開催するとともに、地域の

人材育成を図り、教室運営も含めボランティアとして協力を促すなど、市民自ら継

続して介護予防に取り組む事業を推進します。 

  また、効果的な介護予防の推進のため、個人情報に配慮したデータの活用や、医

療保険制度における保健事業（特定健康診査等）と介護予防事業の一体的な実施に

取り組みます。 
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⑵ 介護予防・生活支援サービスの充実 

  総合事業の主要事業の一つである介護予防・生活支援サービス事業では、要支援

認定を受けた人や基本チェックリスト※1で「事業対象者」に該当した人を対象に、介

護予防ケアマネジメントのもと、訪問型サービスや通所型サービスその他の生活支

援サービスを提供します。 

 

 

 ① 訪問型サービスの充実                           

  ◇ 事業内容 

    要支援者等に対し、掃除、洗濯等の日常生活上の支援を提供するもので、従

前の介護予防訪問介護に相当するものと、それ以外の多様なサービスがありま

す。サービス提供事業者の募集についてホームページなどにより周知し、参入

促進を図ります。 

      

区 分 
従前の介護 
予防訪問介護 

多様なサービス 

種 別 訪問介護 
訪問型サー
ビスA (緩和
した基準) 

訪問型サー
ビスB (住民
主体) 

訪問型サー
ビスC (短期
集中) 

訪問型サー
ビスD (移動
支援) 

内 容 

訪問介護員に
よ る 身 体 介
護、生活援助 

生活援助等 住民主体の
自主活動と
して行う生
活援助等 

保健師等に
よる居宅で
の相談指導
等 

移送前後の
生活支援 

   

区    分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

訪 問 介 護 

件 数 ( 件 ) 5,261 5,193 5,511 5,605 5,773 5,946 

事業費(千円) 78,926 77,397 91,327 92,102 94,865 97,711 

事業所数(所) 45 49 53 55 57 59 

訪 問 型 

サ ー ビ ス A 

件 数 ( 件 ) － － － 240 240 240 

事業費(千円) － － － 951 951 951 

事業所数(所) 4 4 4 4 4 4 

訪 問 型 

サ ー ビ ス B 

件 数 ( 件 ) － － － 60 120 120 

事業費(千円) － － － 120 200 200 

事業所数(所) － － － 1 2 2 

（事業所数は各年度末現在） 

 
■ 用語解説  

※1 基本チェックリスト 生活の困りごと等の相談をした方に対して実施し、本人の状況

を確認することで必要なサービスの区分（一般介護予防、介護

予防・生活支援サービス、介護保険サービスなど）を判断する

ツール 
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 ② 通所型サービスの充実                           

  ◇ 事業内容 

    要支援者等に対し、機能訓練や集いの場など日常生活上の支援を提供するも

ので、従前の介護予防通所介護に相当するものと、それ以外の多様なサービス

があります。サービス提供事業者の募集についてホームページなどにより周知

し、参入促進を図ります。 

     

区 分 
従前の介護 
予防通所介護 

多様なサービス 

種 別 通所介護 
通所型サービス
A (緩和した基
準) 

通所型サービス
B (住民主体) 

通所型サービス
C (短期集中) 

内 容 

通所介護と同様
のサービス 
生活機能向上の
ための機能訓練 

ミニデイサービ
ス 
運 動 ・ レ ク リ
エーション等 

体操、運動等の
活動など、自主
的な通いの場 

生活機能を改善
するための運動
器の機能向上や
栄養改善等のプ
ログラム 

   

区    分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

通 所 介 護 

件 数 ( 件 ) 9,332 10,434 11,868 13,829 14,244 14,671 

事業費(千円) 190,499 213,295 258,450 300,159 309,164 318,439 

事業所数(所) 88 93 94 96 98 100 

通 所 型 

サ ー ビ ス B 

件 数 ( 件 ) 89 69 60 144 144 144 

事業費(千円) 294 256 528 528 528 528 

事業所数(所) 1 1 1 2 2 2 

通 所 型 

サ ー ビ ス C 

件 数 ( 件 ) 12 32 111 120 120 120 

事業費(千円) 48 132 455 500 500 500 

事業所数(所) 7 9 9 9 9 9 

（事業所数は各年度末現在） 
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 ③ 生活支援サービスの充実                          

  ◇ 事業内容 

    要支援者等に対し、栄養改善を目的とした配食やひとり暮らし高齢者等への

見守りを提供します。 

      

サービス別 内       容 

配食 
ひとり暮らし高齢者等に対する見守りとともに行う栄養改善を目

的とした配食 

定期的な安否確認 

及び緊急時の対応 
住民ボランティアなどが行う訪問による見守り 

その他 

訪問型サービス、通所型サービスに準じる生活支援で、地域にお

ける自立した日常生活の支援に資するサービスとして市町村が定

める生活支援 

 

 

 ④ 介護予防ケアマネジメント                        

  ◇ 事業内容 

    総合事業による介護予防ケアマネジメントは、地域包括支援センターが要支

援者等に対するアセスメント※1を行い、その状態や置かれている環境に応じて、

本人が自立した生活を送ることができるようケアプランを作成します。 

 

 

◎ 施策の方向 

  サービス利用者が増加傾向にある中、従前の介護予防訪問介護と介護予防通所介

護に相当するサービス以外の多様なサービスの普及を図る必要があります。 

  また、介護予防・生活支援サービス利用者には、介護予防教室や笑・話・歯動場
わ っ は っ は ど う じ ょ う

な

ど介護予防の通いの場について、啓発に努めます。 

  掃除や洗濯、買い物などの生活援助、高齢者の集う場の確保など、地域の実情に

応じた多様なサービスの提供体制を構築するため、市や市社会福祉協議会、ＮＰＯ

等が連携し、住民主体によるサービスや、緩和した基準によるサービスの普及を図

ります。 

 

 

 

 

■ 用語解説  

※1 アセスメント 利用者が直面している生活上の問題・課題や状況の本質、原因、

経過、予測を理解するために、必要なサービスの提供や援助に

先立って行われる一連の手続き 
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⑶ 社会参加の促進 

高齢化が進む中、高齢者が医療や介護サービスを受けることなく、自分らしく生き

がいのある充実した生活を送るためには、知識や経験を生かし、社会と関わりながら

力を発揮できる場をつくることが必要です。 

  本市では、これまで、老人クラブの活動支援や、高齢者を対象とした各種イベン

トの開催、活動場所の提供、就労支援などを進めてきました。引き続き、高齢者が

経験・知識・能力を発揮でき、更に活躍できるような活動の支援に努めます。 

 

 

 ① 老人クラブ活動の支援                          

  ◇ 事業内容 

    老人クラブは、高齢者の知識や経験を生かし、生きがいと健康づくりのため

の多様な社会活動を通じて、老後の生活を豊かなものにするとともに、クラブ

活動を通じて仲間づくりをすることにより、高齢者が孤立することなく地域で

支え合うための活動母体として大きな役割を果たしています。 

    かがやきクラブ大垣や地区老人クラブ等に対し助成を行うなど活動を支援し、

クラブの育成・活動の活性化を図ります。 

      

区  分 
実   績 見 込 み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

会 員 数 ( 人 ) 9,718 8,659 7,952 7,800 7,700 7,600 

ク ラ ブ 数 ( 団 体 ) 171 154 143 141 139 137 

加 入 率 ( ％ ) 18.2 16.2 14.8 14.6 14.4 14.2 

（各年度4月1日現在） 
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② 運動・スポーツ活動の推進                        

  ◇ 事業内容 

    高齢者の健康の保持及び生きがいづくりを推進するため、かがやきクラブ大

垣等が開催するウォーキング大会、軽スポーツ大会（ペタンク・クロッケーゴ

ルフ・グラウンドゴルフ・ゲートボール）等を支援し、高齢者の体力づくりや、

気軽に楽しめるスポーツの普及に取り組みます。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

ウォーキング 
大 会 参 加 

人 数 
(人 ) 

360 705 710 720 730 740 

軽 ス ポ ー ツ 
大 会 

461 471 480 490 500 510 

 

 

 ③ 文化・レクリエーション活動の推進                    

  ◇ 事業内容 

    本市では、市内在住の60歳以上の方を対象に、健康相談、教養の向上、レク

リエーション活動等の場を提供するため、老人福祉センターを設置しています。

老人福祉センターにおいては、趣味の教室を開設するなど文化・教養講座の充

実に取り組むほか、入浴設備や集会室などを備え、高齢者の交流の場として活

用されています。また、豊かで明るい生活を送れるよう、かがやきクラブ大垣

が開催する作品展、芸能大会等を支援します。 

 

 ＜開所日数（日）＞ 

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

老人福祉センター 259 294 294 294 293 293 

か た ら い プ ラ ザ 258 293 294 289 291 291 

上 石 津 老 人 福 祉 
セ ン タ ー 215 244 245 245 244 243 

墨 俣 老 人 福 祉 
セ ン タ ー 

214 244 245 245 244 243 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため令和3年度は休館期間あり 
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＜延べ利用者数（人）＞ 

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

老 人 福 祉 

セ ン タ ー 

一般利用 7,173 9,976 10,100 10,200 10,200 10,200 

入 浴 5,060 6,571 6,600 6,700 6,700 6,700 

合 計 12,233 16,547 16,700 16,900 16,900 16,900 

か た ら い 

プ ラ ザ 

一般利用 8,421 10,469 10,800 10,900 10,900 10,900 

入 浴 5,885 6,522 6,600 6,700 6,700 6,700 

合 計 14,306 16,991 17,400 17,600 17,600 17,600 

上 石 津 

老 人 福 祉 

セ ン タ ー 

一般利用 3,264 3,983 4,900 5,000 5,000 5,000 

入 浴 2,473 3,289 3,300 3,400 3,400 3,400 

合 計 5,737 7,272 8,200 8,400 8,400 8,400 

墨 俣 

老 人 福 祉 

セ ン タ ー 

一般利用 5,191 7,229 7,300 7,400 7,400 7,400 

入 浴 1,062 1,342 1,400 1,500 1,500 1,500 

合 計 6,253 8,571 8,700 8,900 8,900 8,900 

総 計 

一般利用 24,049 31,657 33,100 33,500 33,500 33,500 

入 浴 14,480 17,724 17,900 18,300 18,300 18,300 

合 計 38,529 49,381 51,000 51,800 51,800 51,800 

 

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

作 品 展 参加 
人数 
(人) 

276 276 244 250 250 250 

芸 能 大 会 - 221 250 300 350 400 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため令和3年度の芸能大会は中止 
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 ④ 就労の支援                               

  ◇ 事業内容 

    高齢者の豊かな知識や経験、技能を生かすことができる仕事への就業機会の

増大を図り、高齢者が社会参加することを通じて生きがいを得ることができる

ことを目的とし、大垣地域シルバー人材センターを支援します。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

全体(大 

垣 市 と 

垂井町) 

会員数(人) 855 848 850 850 850 850 

就 業 延 べ 
人 数 ( 人 ) 

81,326 80,632 81,000 81,000 81,000 81,000 

就業率(％) 86.9 89.2 89.2 89.2 89.2 89.2 

大 垣 市 

会員数(人) 592 598 600 605 610 615 

就 業 延 べ 
人 数 ( 人 ) 

56,891 57,818 58,000 58,500 59,000 59,500 

就業率(％) 90.2 91.6 91.7 91.8 91.9 92.0 

（会員数は各年度4月1日現在） 

 

 

 ⑤ 敬老祝賀事業の実施                           

  ◇ 事業内容 

    地域の発展に尽力されてきた高齢者に対して、感謝と敬愛の念を持って長寿

をお祝いする事業を実施するとともに、各地域で開催される敬老祝賀行事の支

援に努めます。 

 

 

◎ 施策の方向 

  高齢者を取り巻く環境は変化し、社会参加の方法も多様化しています。高齢者自

身が役割を持って社会参加することは、生きがいや介護予防にもつながるため、高

齢者のニーズに応じた様々な取組を支援し、スマートフォンを始めとするＩＣＴ機

器を活用した社会参加の促進にも取り組みます。 

  更に、令和7年に岐阜県で開催される全国健康福祉祭（ねんりんピック）など、高

齢者の健康の保持増進、社会参加、生きがいづくりを支援します。 

  また、多年にわたり社会の発展に寄与してきた高齢者に敬意を表し、祝福するこ

とにより、「高齢者にやさしいまち」を実現します。 
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２ 自立した安全・安心な生活の支援 

 

⑴ 在宅生活の支援 

  ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯が増加する中、住み慣れた地域で安心して自立

した生活を送ることができるよう、行政や地域住民などが連携した見守り体制の構

築や、在宅生活の支援が必要です。 

  本市では、ひとり暮らし高齢者等に対する健康相談や急病時における緊急通報の

体制整備のほか、住み慣れた地域で生活できるよう、外出支援などの生活支援事業

を実施します。 

 

 

 ① ひとり暮らし高齢者等を支援するサービスの充実              

 

  1) 軽度生活援助事業 

   ◇ 事業内容 

     ひとり暮らし高齢者等に対し、家周りの雑草除去やガラス拭きなど軽易な

日常生活援助を行います。この事業ではシルバー人材センターを活用して、

在宅での自立した生活を支援します。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

利 用 者 数 ( 人 ) 64 85 100 110 120 130 

延べ利用回数 (回 ) 357 430 460 470 480 490 

 

  2) 配食サービス事業               

   ◇ 事業内容 

     老化に伴う心身の障がい、傷病等により調理をすることが困難なひとり暮

らし高齢者等に、栄養の改善や安否確認等を目的に、配食サービスを行いま

す。 

     

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

利 用 者 数 ( 人 ) 182 193 199 210 215 220 

延 べ 配 食 数 ( 食 ) 52,858 50,003 52,536 55,440 56,760 58,080 

（利用者数は各年度末現在）
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  3) 寝具洗濯乾燥消毒サービス事業                      

   ◇ 事業内容 

     心身の障がい等により、寝具の衛生管理が困難なひとり暮らし高齢者等に、

布団や毛布の洗濯、乾燥、消毒サービスを行います。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

利 用 者 数 ( 人 ) 19 14 15 18 18 18 

延べ利用回数 (回 ) 29 20 23 30 30 30 

 

 

  4) 訪問理美容サービス事業                           

   ◇ 事業内容 

     要支援又は要介護と認定されたひとり暮らし高齢者等で、老化に伴う心身

の障がい、傷病等で理容院に行くことが困難な方に対し、理容業者が自宅を

訪問しサービスを行います。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

利 用 者 数 ( 人 ) 7 6 10 11 11 11 

延べ利用回数 (回 ) 21 20 25 28 28 28 

 

 

  5) ひとり暮らし高齢者等見守りほっとライン事業                            

   ◇ 事業内容 

     ひとり暮らし高齢者等の自宅に緊急通報装置を設置し、健康相談や家庭内

での急病、事故等の緊急時に迅速に救助、援助等を行うための体制を整備しま

す。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

設 置 台 数 ( 台 ) 795 772 780 785 790 795 

（各年度末現在） 
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  6) 福祉用具給付事業                             

   ◇ 事業内容 

     ひとり暮らし高齢者に対し、火災等の緊急事態に速やかに対応できるよう、

消火器、ガス漏れ警報器、火災警報器を給付します。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

消 火 器 ( 本 ) 176 85 50 65 75 75 

ガス漏れ警報器(台) 54 45 57 45 55 65 

火 災 警 報 器 ( 台 ) 81 35 50 45 55 55 

 

 

  7) 生活管理指導短期宿泊事業                          

   ◇ 事業内容 

     要介護認定で非該当（自立）又は要支援と判定され、基本的生活習慣等に

不安のあるひとり暮らし高齢者を対象に、生活習慣の確立が図れるよう、施

設において短期間の指導・支援を行います。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

利 用 者 数 ( 人 ) 3 4 4 4 4 4 

延べ利用回数 (回 ) 113 168 120 120 120 120 

 

 

  8) ひとり暮らし高齢者台帳の登録促進                    

   ◇ 事業内容 

     ひとり暮らし高齢者を適切に把握し、緊急時の速やかな対応や福祉サービ

スを効果的に提供するため、ひとり暮らし高齢者台帳への登録を促進します。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

登 録 者 数 ( 人 ) 2,828 2,878 2,880 2,890 2,900 2,910 

（各年度末現在） 
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 ② 住み慣れた家での生活を支援するサービスの充実               

 

  1) 高齢者バス通院助成事業                           

   ◇ 事業内容 

     運転ができない70歳以上の方で、市内医療機関に通院するため路線バスを

利用した方に、利用額の一部を助成します。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

利 用 者 数 ( 人 ) 30 24 26 32 33 34 

 

 

  2) 家族介護慰労事業                             

   ◇ 事業内容 

     要介護3以上と認定された高齢者を在宅で介護している市民税非課税世帯

の介護者に対し、紙おむつなどの介護用品を支給して介護負担の軽減を図り

ます。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

介 護 用 品 
受 給 者 数 

(人) 87 77 77 80 80 80 

 

 

  3) 外出支援サービス事業                            

   ◇ 事業内容 

     介護保険法に基づく保険給付を受けることができる60歳以上の方で、公共

交通機関を利用することが困難な在宅の高齢者に対し、移送用の特殊車両に

より医療機関への送迎を行います。（上石津地域限定） 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

実 利 用 者 数 ( 人 ) 18 26 26 27 27 27 

延べ利用回数 (回 ) 111 168 192 204 204 204 
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  4) 高齢者運転免許証自主返納支援事業                   

   ◇ 事業内容 

     高齢運転者による交通事故防止及び公共交通機関の利用促進を図るため、

65歳以上の運転免許証自主返納者に対し、公共交通機関の回数券を贈呈しま

す。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

申 請 件 数 ( 件 ) 466 368 450 500 500 500 

 

 

◎ 施策の方向 

  ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯は今後も増加し続けることが予測され、こうし

た高齢者を支えていくためには行政の支援だけでなく、地域で支え合う仕組みづく

りが必要です。 

  市や市社会福祉協議会等の取組とともに、地域住民と連携した見守り・在宅支援

体制の構築を図ります。 

 

 

 

 

 

 

■ 大垣市社会福祉協議会・地区社会福祉推進協議会の主な取組 

1 ふれあい・いきいきサロ

ン事業 

高齢者と地域の方々が交流できるよう、自治会ごとに公民館や

個人宅等を活用して、茶話会やレクリエーションを行うことで

「地域の集いの場」をつくります。 

2 食事サービス事業 ひとり暮らし高齢者などを対象に、地区社会福祉推進協議会の

ボランティアが中心となって、手作りのお弁当等を配達します。 

3 ひとり暮らし高齢者を

囲む会事業 

ひとり暮らし高齢者を対象に、地区センターなどで地域の方と

のお弁当を囲んでの会食や、地域の園児との交流、演芸鑑賞な

どを行います。 

4 あんしん見守りネット

ワーク事業 

誰もが地域の中で孤立することなく安心して生活ができるよ

う、ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯など生活に不安のある方

を対象に、話し相手になったり、見守りなどを行います。 

5 緊急連絡のてびき作成

事業 

ひとり暮らし高齢者を対象に、緊急時に本人及び地域の方が素

早く対応できるよう、家族や地域の方、かかりつけ医、ケアマ

ネジャーなどの連絡先が記載された手引を作成します。 

6 生活支援事業 地域のニーズと資源の状況把握を行い、高齢者と地域の方がお

互いに支え合う仕組みづくりを進めるとともに、地域の困りご

とを解決するための研修会を実施します。 
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⑵ 居住する場の確保                              

  高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、生活の基盤である住

まいを確保することが重要です。 

  高齢者のニーズに合った住まいの支援や、居住の場を確保することで、高齢者が

安心して暮らせる住まいを実現します。 

 

 

 ① 軽費老人ホーム・養護老人ホームへの入所支援               

 

  1) 軽費老人ホーム（ケアハウスお勝山）                  

   ◇ 事業内容 

     ケアハウスお勝山は、家庭環境・住宅事情等の理由により居宅で生活する

ことが難しい高齢者（60歳以上）が入所できる施設で、定員は30人です。入

所者の収入に応じた費用負担がありますが、低額な料金で入居できるととも

に、食事や入浴など日常生活上のサービスが受けられます。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

平均入所者数 (人 ) 28 27 27 27 27 27 

 

 

  2) 養護老人ホーム（養老華園）                      

   ◇ 事業内容 

     養老華園は、生活環境や経済的な理由により家庭で生活することが困難な

65歳以上の方が措置により入所する施設で、定員は70人です。入所者の状態

に応じたサービスの提供を行います。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

平均入所者数 (人 ) 58 53 53 53 53 53 
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 ② 在宅の居住環境の整備                          

 

  1) 住宅改修支援事業                            

   ◇ 事業内容 

     居宅介護支援の提供を受けていない要介護者等に対し、住宅改修費支給申

請書の添付書類である住宅改修が必要な理由書の作成業務の提供を行った居

宅介護支援事業者又は介護予防支援事業者に、当該作成業務に要する費用の

一部を支給します。 
      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

支 給 件 数 ( 件 ) 38 41 50 50 50 50 

 

 ③ 住まいに関する情報提供                         

  ◇ 事業内容 

    高齢者のニーズに合った住まいの支援のため、高齢者向け住まいに関する情

報提供を行います。 
      

 ＜軽費老人ホーム（ケアハウス）＞ 

区  分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

定 員 数 ( 人 ) 160 160 160 

（各年度4月1日現在） 
    

 ＜住宅型有料老人ホーム＞ 

区  分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

定 員 数 ( 人 ) 519 519 596 

（各年度4月1日現在） 
     

 ＜サービス付き高齢者向け住宅＞ 

区  分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 

戸 数 ( 戸 ) 254 284 314 

（各年度4月1日現在） 

 

◎ 施策の方向 

  住まいは地域包括ケアシステムの基礎となるものです。高齢者の生活ニーズに

合った住まいが利用できるよう、高齢者向け住まいについて情報提供します。また、

県等と情報交換しながら、住まいの質の確保を図るとともに、介護基盤整備に努め

ます。 
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３ 包括的な支援体制の充実 

 

⑴ 在宅医療・介護連携の推進                           

  医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを続けることができるよう、地域の医師・歯科医師・薬剤師・ケアマネジャー・

看護師・介護サービス従事者、更には、認知症等への対応強化のため、認知症地域

支援推進員等が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供することが重

要です。 

  市は、関係機関、団体と緊密に連携しながら、地域の連携体制の構築を推進しま

す。 

 

 

 ① 在宅医療・介護連携推進コーディネーターの配置              

  ◇ 事業内容 

    在宅医療・介護連携に関する相談支援や、医療・介護関係者による多職種研

修会を開催するなど、医師会等と連携を図り、地域包括ケアシステムの構築に

向けた体制づくりを推進する在宅医療・介護連携推進コーディネーターを配置

します。また、認知症高齢者等への対応を強化するため、認知症地域支援推進

員との連携を図ります。 

 

 

 ② 地域の医療・介護サービス資源の把握                   

  ◇ 事業内容 

    地域の医療機関、介護サービス事業所等の所在地、機能等をまとめた在宅医

療マップを作成し、紙媒体のほかデータでも情報提供を行います。 

 

 

 ③ 在宅医療・介護の提供体制の構築・推進                  

  ◇ 事業内容 

    医療・介護関係者による切れ目のない在宅医療・介護の提供体制を構築する

ため、在宅医療介護連携推進会議を開催します。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

会 議 開 催 数 ( 回 ) 15 16 18 19 19 19 
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 ④ 医療・介護関係者の研修の充実                      

  ◇ 事業内容 

    地域の医療・介護関係者の連携強化を図るため、医療関係者に対する介護に

関する研修会や、介護関係者に対する医療に関する研修会を実施します。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

多職種研修会 (回 ) 2 3 3 3 3 3 

参 加 者 数 ( 人 ) 159 263 280 300 300 300 

 

 

 ⑤ 地域住民への普及啓発                          

  ◇ 事業内容 

    在宅医療に関する市民公開講座の開催や出前講座への講師派遣により、地域

住民への普及啓発を行います。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

市民公開講座 (回 ) 12 23 27 27 27 27 

参 加 者 数 ( 人 ) 418 678 740 740 740 740 

 

 

◎ 施策の方向 

  一般高齢者や在宅要介護認定者を対象にしたアンケート調査では、将来の生活に

ついて、約6割の高齢者が自宅で生活したいと希望する一方、自宅で医療・介護を受

けることに関し、家族に負担がかかるのではと不安を感じている方が6割以上となっ

ています。自宅で最期まで生活したいという高齢者の思いを実現するためには、介

護サービスやかかりつけ医による在宅での看取り等の利用の啓発とともに、医療従

事者と介護サービス従事者の連携が必要不可欠です。 

  そうした高齢者の思いに対して専門的なアドバイスができるよう多職種間での研

修を充実するとともに、在宅医療を身近に感じてもらえるよう市民公開講座を開催

するなど、地域住民への普及啓発に取り組みます。 
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⑵ 認知症施策の推進                               

  国においては、認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で自分

らしく暮らし続けることができる共生社会の実現を目指し、令和元年6月に認知症施

策推進大綱が、また、令和5年6月には国や自治体の取組を定めた「共生社会の実現

を推進するための認知症基本法」が成立しました。 

  本市でも増加傾向にある認知症高齢者とその家族などを地域全体で支えていくた

め、医療機関（認知症疾患医療センターやかかりつけ医等）や介護関係者、地域住

民など様々な機関や人々と協力・連携して、認知症高齢者を地域全体で支えるまち

づくりを進めます。 

 
 

 ① 認知症に関する普及啓発及び予防の推進                    
 

  1) 認知症サポーター養成事業                        

   ◇ 事業内容 

     認知症の人とその家族を支え、誰もが住みやすい地域をつくっていくため、

認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者として認知

症サポーターを養成します。また、小中学校等の福祉教育において、養成講

座を実施し、認知症サポーターの養成に努めます。 
      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

受 講 人 数 ( 人 ) 1,182 910 1,600 1,600 1,600 1,600 

講 座 回 数 ( 回 ) 25 23 37 37 37 37 

 

  2) 認知症サポーターステップアップ講座                  

   ◇ 事業内容 

     認知症サポーター養成講座の受講後、ステップアップ講座を受講した人に

よるチームオレンジ※1を設置するとともに、地域ボランティアとして登録し、

地域のサロン、認知症カフェの運営スタッフとして協力してもらうなど、「通

いの場」の拡充に努めます。 
      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

受 講 人 数 ( 人 ) 107 23 30 30 30 30 

講 座 回 数 ( 回 ) 7 1 1 1 1 1 

 
■ 用語解説  

※1 チームオレンジ 認知症サポーター養成講座の受講後にステップアップ講座を受講

した人を中心とした支援チームにより、地域で暮らす認知症の人や

その家族の支援ニーズを把握し、早期から支援する仕組み 
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 ② 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援                  

 

  1) 認知症ケアパスの普及啓発                       

   ◇ 事業内容 

     認知症の人やその家族が、認知症と疑われる症状が発生した場合に、いつ、

どこで、どの様な医療・介護サービスを受ければよいか、具体的な機関名や

ケア内容等を掲載した認知症ケアパスの普及啓発に努めます。 

 

 

  2) 認知症地域支援推進員の配置                       

   ◇ 事業内容 

     地域の実情に応じて医療機関や介護サービス事業所、地域の支援機関をつ

なぐ連携支援、認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う認知症地

域支援推進員を配置し、施策の推進を図ります。 

     また、認知症高齢者等への対応が複雑化し、医療と介護の連携が必要とな

るため、在宅医療・介護連携推進コーディネーターによる連携を図ります。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

認 知 症 地 域 
支援推進員数 

(人) 4 4 4 4 4 4 

（各年度末現在） 

 

 

  3) 認知症初期集中支援チームの設置                       

   ◇ 事業内容 

     認知症が疑われる人や認知症の人とその家族を、医療・介護の専門職が訪

問してアセスメントや家族支援などの初期支援を行い、自立生活へのサポー

トを行う認知症初期集中支援チームを設置します。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

相 談 件 数 ( 件 ) 186 178 180 180 180 180 

継続対応件数 (件 ) 1,046 1,007 1,010 1,010 1,010 1,010 
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  4) 認知症疾患医療センター等との連携体制の構築                

   ◇ 事業内容 

     認知症疾患医療センターなどの医療機関や医師会等との連携を図りつつ、

認知症の方々がより一層安心して暮らしていけるように努めます。 

 

 

  5) 認知症カフェの普及                            

   ◇ 事業内容 

     認知症になっても自分らしく暮らし続けることができる社会を実現するた

め、認知症の人とその家族、医療・介護に携わる専門職、地域住民の誰もが

参加でき、集う場所である認知症カフェの普及を図ります。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

参 加 人 数 ( 人 ) 213 502 510 520 530 540 

開 催 回 数 ( 回 ) 12 26 30 30 30 30 
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  6) 高齢者等位置情報提供サービス事業                     

   ◇ 事業内容 

     認知症高齢者等が行方不明になったときに、事故の防止、保護の迅速化や

介護者の負担軽減を図るため、介護者に位置情報端末機を貸与します。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

利 用 者 数 ( 人 ) 43 37 40 45 50 55 

（各年度末現在） 

 

 

③  認知症バリアフリーの推進・社会参加への支援               

 

1) 認知症高齢者等見守り事業 

   ◇ 事業内容 

     発見者がスマートフォンでＱＲコードを読み取るとインターネット上で発

見者と家族が通信することができる見守りシールを交付します。見守りシー

ルを身に着けることで周囲が声掛けをするきっかけになります。 

     また、高齢者等位置情報提供サービス事業との併用により、早期発見、保

護に努めます。 

       

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

登 録 者 数 ( 人 ) ― 72 75 80 85 90 

（各年度末現在） 
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  2) 高齢者にやさしくし隊                         

   ◇ 事業内容 

     認知症等の方を地域ぐるみで見守り、サポートしていくために、地域で困っ

ている高齢者を見かけたらさりげない見守りや声かけを行う、個人・店舗・

事業者・団体等を登録する｢高齢者にやさしくし隊｣の拡大を図ります。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  3) 高齢者成年後見制度利用支援事業                    

   ◇ 事業内容 

     身寄りのない重度の認知症高齢者について成年後見制度の市長申立てを行

い、申立てに要する経費の立替や成年後見人等の報酬助成などを行います。 

       

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

申 立 て 支 援 ( 人 ) 9 4 9 10 11 12 

報 酬 支 援 ( 人 ) 7 8 10 12 13 14 

 

 

  

  

                                

           

  

  

  

  

  

『高齢者にやさしくし隊』の仕組み ＜イメージ＞ 
    

・利用 

  

・見守り・声掛け   

      
など 

・ｽﾃｯｶｰ配布 

・情報提供   

  

・協力の申出 

・高齢者に関する 

 相談 

・情報提供 

  

  

  

地域包括支援センター・市役所・社協 
  

・相談   

・相談支援 
  

  
など 
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◎ 施策の方向 

  認知症高齢者が増加する中、認知症の人への支援についてはその判断能力に応じ

て、必要な介護や生活支援サービスを受けながら日常生活を過ごすことが重要です。 

  認知症の早期診断・早期対応ができるよう、認知症初期集中支援チームや認知症

地域支援推進員、在宅医療・介護連携推進コーディネーターとの連携を図ります。 

  また、小中高等学校等の福祉教育における認知症サポーター養成講座の開催や、

地域ボランティアを養成する認知症サポーターステップアップ講座、認知症の人を

対象とした認知症カフェの更なる充実、チームオレンジの設置、成年後見制度の利

用促進など、認知症の人を地域で支え合う体制づくりを進めます。 
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⑶ 生活支援体制の整備                              

  ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯が増加する中、生活支援の必要性が増大してい

ます。ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同組合等の多様な主体が連携し、生活

支援・介護予防サービスを提供することが必要です。 

  一方、高齢者自身も社会参加し、社会的役割を持つことが生きがいや介護予防に

つながります。 

  本市では、地域の高齢者が多様な生活支援サービスを利用でき、更には、生活支

援の担い手としても社会参加できるよう、地域における生活支援体制の整備を進め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 生活支援体制の整備                            

 

  1) 生活支援コーディネーターの配置                      

   ◇ 事業内容 

     地域資源の状況把握や関係者のネットワーク構築、生活支援の担い手の養成、

サービスの開発、支援ニーズとサービス提供主体の活動のマッチングなど、高

齢者の生活支援・介護予防サービスの提供体制を構築するための生活支援コー

ディネーター（地域支え合い推進員）を市と各地域に配置します。 
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  2) 協議体の設置                              

   ◇ 事業内容 

     生活支援等サービスの体制整備に向けて、多様な主体間の情報共有及び連

携・協働による体制整備を推進するため、市全体を見て事業推進を検討する

生活支援体制整備推進協議会（第1層協議体）と各地域で具体的な活動を展開

する協議体（第2層協議体）を設置します。 

 

 

◎ 施策の方向 

  市民が多様な生活支援サービスを利用でき、高齢者も生活支援の担い手として社

会参加できるような生活支援体制の整備を進めることが必要です。 

  生活支援コーディネーターや協議体が連携し、地域の生活支援サービスのニーズ

や不足しているサービスを把握して提供するとともに、地域全体で助け合い、支え

合い活動ができる仕組みづくりに取り組みます。 
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⑷ 地域包括支援センターの強化                          

 地域包括支援センターは、高齢者が住み慣れた地域で、安心して生活を続けられる

ように支援を行う総合機関です。市直営1チーム、委託6チームで各担当地域を受け持

ち、専門職が様々な相談に対し、連携して業務に取り組みます。 

また、地域包括支援センターが多様化するニーズや複合化、複雑化する相談に対応

できるよう、業務負担の軽減や、適切な人員配置等の体制の整備を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 介護予防支援事業／介護予防ケアマネジメント事業                          

  ◇ 事業内容 

    自立保持のための身体的・精神的・社会的機能の維持向上を目標とし、要支

援1・2又は基本チェックリストにより事業対象者と判定された方に対し、概ね

次のようなプロセスにより実施します。 

    1) 一次アセスメント 

    2) 介護予防プラン等の作成 

    3) サービス提供・モニタリング※1 

    4) サービス提供後の評価及び再アセスメント 

 

 

 

■ 用語解説  

※1 モニタリング ケアプランに照らして状況把握を行い、現在提供されているサービ

スで十分か、また不要なサービスが提供されていないか等を観察・

把握すること 
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 ② 総合相談支援事業／権利擁護事業                       

  ◇ 事業内容 

    地域の高齢者、介護に取り組む家族に対し、介護保険サービスにとどまらな

い様々な形の支援を可能とするため、次の取組等を行います。 

    1) 地域における様々な関係者とのネットワーク構築 

    2) ネットワークを通じた高齢者の心身の状況や家庭環境等についての実態 

     把握 

    3) サービスに関する情報提供等の初期相談や、継続的・専門的な支援 

    4) 認知症高齢者、ヤングケアラー※1を含む家族介護者への支援 

5) 重層的支援体制※2整備に向けた障がい者福祉や児童福祉など、他分野と 

の連携促進 

6) 成年後見制度の活用や高齢者虐待防止の取組などの権利擁護業務 

 

 

 ③ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業                       

  ◇ 事業内容 

    地域のケアマネジャー等に対する個別相談や支援困難事例への助言、各機関

との連携・協力体制の整備など、包括的・継続的なケア体制の構築等を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 用語解説  

※1 ヤングケアラー 本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的

に行っているこども 

※2 重層的支援体制 地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体

制を整備するため、相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援

を一体的に実施するもの 
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 ④ 地域ケア会議の推進                             

  ◇ 事業内容 

    多職種による個別ケースの支援内容の検討を通じて、高齢者の自立支援につ

ながるケアマネジメント支援や地域支援ネットワークの構築を行うとともに、

ケース検討により把握される地域課題の蓄積、共有を図り、地域の資源開発や

地域づくり、更には介護保険事業計画への反映などの政策形成につなげていき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 施策の方向 

  地域包括支援センターは、介護予防ケアマネジメントや包括的支援事業等の実施

を通じて、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定を支援する機関であり、そ

の機能を十分に発揮していくためには、業務状況を明らかにするとともに、業務内

容に応じた適切な人員配置を行う必要があります。 

  国で定められる評価指標を基に評価を行い、地域包括支援センターの機能強化を

図ります。 
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⑸ 介護サービスの質の確保及び向上                          

  団塊の世代の人たちが75歳を迎える2025年（令和7年）、更には団塊ジュニア世代

が65歳以上となり高齢者数がピークを迎える2040年（令和22年）を見据え、介護保

険制度の持続可能性の確保が重要です。 

  そのためには、質が高く必要なサービスを提供していくと同時に、財源と人材と

をより効率的に活用する仕組みを構築することが必要です。 

 

 

 ① 介護給付等の適正化                           

  ◇ 事業内容 

    介護給付を必要とする利用者を適切に認定し、利用者が真に必要とするサー

ビスを事業者が適切に提供するよう促します。 

    介護保険制度を持続可能なものとするため、第6期大垣市介護給付適正化計画

（113頁）に基づき、次の事業に取り組みます。 

 

  1) 要介護認定の適正化 

    要介護認定の変更又は更新に係る認定調査の内容について、市職員等が訪問

又は書面等により審査し、適正かつ公平な要介護認定であるか点検します。 

 

  2) ケアプラン等の点検 

   ・ケアプランの点検 

     給付実績等の帳票及び介護支援専門員が作成したケアプランについて、利

用者の自立支援に資する適切なサービス提供であるか点検・調査等を実施しま

す。 

   ・住宅改修等の点検 

     住宅改修工事について、工事見積書、竣工写真等の確認を行い、適切な住

宅改修であるか点検します。 

   ・福祉用具購入・貸与調査 

     福祉用具購入・貸与について、理由書等の確認を行い、福祉用具の必要性

や利用状況を点検します。 

 

  3)  医療情報との突合・縦覧点検 

    後期高齢者医療等の入院情報と介護保険の給付情報や、介護報酬の支払状況

を確認し、提供されたサービスとの整合性を点検します。 
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 ② 地域密着型サービス事業者等の指定                    

  ◇ 事業内容 

    地域密着型サービスの適正な運営を確保するため、その指定に関し、地域密

着型サービス運営委員会において協議を行います。また、看護小規模多機能型

居宅介護等の普及に努めます。 

 

 ③ 介護サービス相談員の派遣                            

  ◇ 事業内容 

    介護サービス相談員が介護保険施設等を訪ね、サービス利用者や事業者の話

を聞くことにより、利用者の疑問や不満、不安の解消を図り、事業者が行うサー

ビスの質的な向上を図ります。 

      

区  分 
実  績 見  込  み 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

相 談 員 数 ( 人 ) 12 12 14 14 15 15 

延べ派遣回数 (回 ) 289 213 282 300 320 320 

（相談員数は各年度末現在） 

 

 

 ④ 事業者相互間の連携                           

  ◇ 事業内容 

    介護保険制度を円滑に推進するためには、市、居宅介護支援事業者、居宅サー

ビス事業者及び介護保険施設等が連携し、情報の共有やサービスの向上に取り組

み、要介護者等のニーズに適切に応じることが重要です。 

市は、これらサービス事業者等で組織される大垣市介護サービス事業者連絡会

と連携し、事業者とのネットワーク構築を図ります。 

 

 

 ⑤ 福祉サービスの第三者評価                        

  ◇ 事業内容 

    福祉サービスの第三者評価は、事業者自らがサービスの質の向上を目指し、

県が選定した評価機関等の第三者から評価を受ける仕組みです。市は、介護サー

ビス事業者に第三者評価の受審を促し、利用者が安心して介護サービスを受けら

れるよう、サービスの質の向上を図ります。 
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⑥ 介護現場の安全性の確保及びリスクマネジメントの推進           

  ◇ 事業内容 

国が示している事故報告様式を活用して、報告された事故情報を適切に分析 

し、介護現場に対する指導や支援を行います。 

 

 

◎ 施策の方向 

  高齢者が安心して介護サービスを利用でき、事業者が高齢者にとって必要な介護

サービスを持続的に提供できるよう、介護給付等の適正化をはじめとした各種事業

に取り組み、介護サービスの質の確保及び向上を図ります。 
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⑹ 人材の確保及び介護現場の生産性の向上の推進 

少子高齢化により、介護サービス利用者数の増加が見込まれる一方、生産年齢人口

の減少などにより、介護職員は減少すると見込まれています。国の将来推計ワーク

シートを用いて試算した結果、本市の2040年度における介護職員は約3,000人必要と

見込まれ、介護人材の確保とともに、介護現場における生産性の向上の推進等が必要

となります。 

 

 

 ① 人材確保の支援                                

  ◇ 事業内容 

    市内の訪問介護事業所等に新たに就職し、6か月以上就労している介護職員に

奨励金を交付するほか、人材確保に関する介護サービス事業所を対象とした研

修会の開催や県が実施する施策の支援、若者を交えた座談会の開催など、様々

な取組を実施します。 

 

 ② 介護現場革新                              

  ◇ 事業内容 

    介護現場における業務改善（業務仕分け、ロボット・ＩＣＴの活用など）に

関する情報を周知することや、ロボット等の活用事例を紹介し導入を促すこと

により、介護サービス事業所の介護現場革新を支援します。 

     

 

 ③ 介護現場のイメージ刷新                         

  ◇ 事業内容 

    関係団体と協力しながら、介護現場の魅力をホームページ等により情報発信

します。 

 

 

 ④ 介護現場の生産性の向上の推進                   

  ◇ 事業内容 

    県が実施する介護現場の生産性の向上の取組について、県と連携しながら周

知に努めます。 

 

 

◎ 施策の方向 

高齢者が安心してサービスが利用できるよう、県や介護関係団体と連携・協力しな

がら、人手不足対策に取り組みます。 
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⑺ 災害・感染症対策の推進 

  近年の全国各地における災害の発生状況、新型コロナウイルス感染症の流行を踏

まえ、災害や感染症に備えるとともに、その対策に係る体制整備を図ります。 

 

 

 ① 災害への対応強化                               

  ◇ 事業内容 

    災害時に備えた介護サービス事業所の食料、飲料水などの物資の備蓄状況や、

避難確保計画を定期的に確認します。また、災害発生時においても、サービス

提供が途切れることのないよう、業務継続に向けた計画の策定、研修の実施、

訓練（シミュレーション）の実施について、介護サービス事業者に対して必要

な助言及び適切な援助を行います。 

 

 

 ② 感染症への対応強化                               

  ◇ 事業内容 

    介護サービス事業所における新型コロナウイルス等の感染症予防や、感染症

に関連する人権への配慮について周知啓発、研修等を行います。また、感染症

発生時においても、サービス提供が途切れることのないよう、業務継続に向け

た計画の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施について、介護

サービス事業者に対して必要な助言及び適切な援助を行います。 

 

 

◎ 施策の方向 

  介護サービス利用者等が安心してサービスを受けられるよう、災害や感染症に備

えることが必要です。 

  県、介護サービス事業所等との連携を強化し、平時から災害、感染症に備えると

ともに、災害等発生時に業務継続ができる体制整備に取り組みます。 
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⑻ 地域共生社会の実現                            

地域共生社会とは、個人や世帯の抱える複合的な課題に対し、制度・分野ごとの「縦

割り」や「支え手」「受け手」という関係を越えて、地域住民、福祉関係者、行政な

どの多様な主体が、「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を越え

て「丸ごと」つながることで、市民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っ

ていく社会です。 

包括的な支援体制の構築や、共生型サービスの普及により、地域共生社会の実現を

目指します。 

 

 

 ① 包括的な支援体制の構築                         

  ◇ 事業内容 

    医療・介護ニーズを持つ高齢者のみならず、障がい者、子育て世代、ひとり

親家庭、医療的ケアが必要な子どもなど生活上の困難を抱える方が地域におい

て自立した生活を送ることができるよう、多職種による事例検討、地域ケア会

議の活用により、複合的な課題に対応できる体制を構築します。 

 

 

 ② 共生型サービスの普及                          

  ◇ 事業内容 

    介護保険又は障がい福祉のいずれかの指定を受けている事業所がもう一方の

制度における指定を受けやすくなる共生型サービスにより、障がい児者が65歳

以上になっても、使い慣れた障害福祉サービス事業所を利用し続けることがで

きます。 

    高齢者や障がい児者が、サービスを利用できるよう、市民への周知や、事業

者に対する情報提供を行い、共生型サービスの普及を図ります。 

 

 

◎ 施策の方向 

  地域における多様な支援ニーズに的確に対応するため、地域全体で助け合い、支

え合う仕組みづくりを進めるとともに、市の関係課による横断的な組織体制を構築

し、地域共生社会の実現を目指します。 
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⑼ 高齢者虐待防止対策の推進 

  高齢者の尊厳の保持と安心できる生活環境や介護サービス利用環境が構築できる

よう、高齢者虐待防止に向けた取組が必要となっています。 

  高齢者虐待の対応窓口の周知や、早期発見・早期対応のためのネットワーク構築、

養護者への相談支援、養介護施設従事者等への教育研修や、発生した虐待の要因等

を分析して再発防止への取組を行います。 

 

＜養護者による虐待＞ 

区  分 令和30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

相談・通報件数 37件 35件 59件 53件 36件 

虐 待 判 断 件 数 13件 15件 22件 15件 18件 

 

＜養介護施設従事者等による虐待＞ 

区  分 令和30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

相談・通報件数 1件 0件 2件 5件 3件 

虐 待 判 断 件 数 0件 0件 2件 3件 1件 

 

 

◎ 施策の方向 

  高齢者が生命や尊厳を脅かされることなく、望む生活が続けられるよう、本人及

び養護者等の支援に取り組みます。 

 


